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情報教育 

教科指導における情報通信技術の活用 情報通信技術を効果的に活用した、分かりやすく深まる授業の実現等 

教職員が情報通信技術を活用した情報共有によりきめ細やかな指導を行うことや、校務の負担軽減等  

校務の情報化 

 情報活用能力の育成（ICT化が進む社会への対応力の育成）       

Ａ 情報活用の実践力 Ｂ 情報の科学的な理解 C 情報社会に参画する態度 

●課題や目的に応じた情報手段の適切な
活用 

●必要な情報の主体的な収集・判断・表
現・処理・創造 

●受け手の状況などを踏まえた発信・伝達 

●情報活用の基礎となる情報手段の特性の
理解 

●情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を
評価・改善するための基礎的な理論や方
法の理解 

●社会生活の中で情報や情報技術が果たして
いる役割や及ぼしている影響の理解 

●情報モラルの必要性や情報に対する責任 
●望ましい情報社会の創造に参画しようとする
態度 

教育の情報化が目指すもの〜３つの側面を通じた教育の質の向上〜 
「教育の情報化ビジョン」（H23.4）/「ICTを活用した教育の推進に関する懇談会中間とりまとめ」（H26.8) 

 

・思考の可視化・・・距離や時間を問わず思考の過程・結果の可視化することが可能 
・瞬時の共有化・・・多くの人の考えなどを距離を問わずに瞬時に共有することが可能 
・試行の繰り返し・・・何度も試行錯誤・チャレンジが可能 

課題解決に向けた主体的・協働的・探究的な学びの実現 

個々の能力・特性に応じた学びの実現  

地理的環境に左右されない教育の質の確保  

距離・時間を問わずに情報の相互のやりとりが可能、蓄積した情報を自由に加工・編集・分析・表示することなどが可能 ICTの特長 

ICTの活用により実現が容易
となる学習場面の例 



情報通信技術を活用した新たな学びの推進（政府方針） 

◆  「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成25年6月14日閣議決定）（抜粋） 

ＩＴを活用した２１世紀型スキルの習得 
 2010年代中に1人1台の情報端末による教育の本格展開に向けた方策を整理し、推進するとともに、デジタル教材の開発や教員の指導
力の向上に関する取組を進め、双方向型の教育やグローバルな遠隔教育など、新しい学びへの授業革新を推進する。 

 

◆  「第2期教育振興基本計画」（平成25年6月14日閣議決定）（抜粋） 

ＩＣＴの活用等による新たな学びの推進 
○ 確かな学力をより効果的に育成するため、言語活動の充実や、グループ学習、ICTの積極的な活用をはじめとする指導方法・指導体制
の工夫改善を通じた協働型・双方向型の授業革新を推進する。 

○ デジタル教科書・教材のモデルコンテンツの開発を進めつつ,各教科等の指導において情報端末やデジタルコンテンツ等を活用し,その効果
を検証する実証研究を実施する。実証研究の成果を広く普及すること等により,地方公共団体等に学校のICT環境整備を促す。 

   また,学校において多様な情報端末でデジタル教材等を利用可能とするため,デジタル教材等の標準化を進める。さらに,できるだけ早期に
全ての教員がICTを活用した指導ができることを目指し,教員のICT活用指導力向上のための必要な施策を講じる。 

教材等の教育環境の充実 
 教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数３.６人、教材整備指針に基づく電子黒板・実物投影機の整備、超高速インターネット接続
率及び無線LAN整備率100％、校務用コンピュータ教員１人１台の整備を目指すとともに、地方公共団体に対し、教育クラウドの導入や
ICT支援員・学校CIOの配置を促す。 

 

◆  「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成2６年6月２4日閣議決定）（抜粋） 

 教育環境自体のIT化 
 学校の高速ブロードバンド接続、１人１台の情報端末配備、電子黒板や無線LAN環境の整備、デジタル教科書・教材の活用等、初等
教育段階から教育環境自体のIT化を進め、児童生徒等の学力の向上とITリテラシーの向上を図る。 
 あわせて、教える側の教師が、児童生徒の発達段階に応じたIT教育が実施できるよう、IT活用指導モデルの構築やIT活用指導力の向
上を図る。そのため、指導案や教材など教師が活用可能なデータベースを構築し、府省の既存の子供向けページも教材として整理し、積極
的に活用する。また、企業や民間団体などにも協力を呼びかけ、教育用のデジタル教材の充実を図る。 
 これらの取り組みにより、2010年代中には、全ての小学校、中学校、高等学校、特別支援学校で教育環境のIT化を実現するとともに、
学校と家庭がシームレスでつながる教育・学習環境を構築する。 2 



① 上位の学校群の教員は，下位の学校群と比べ，次のような授業の実施頻
度が高い傾向にある。 
・児童生徒に自分の考えを表現させること 
・児童生徒に情報を整理させること  
・児童生徒に情報手段の特性に応じた伝達及び円滑なコミュニケーションを
行わせること  など 

上位の学校群の傾向 

 

 
 

 

     

   

   

調査問題内容 通過率（％） 

 
 
 
 
小 
学 
校 

整理された複数の発言者の情報の正誤を
読み取る問題 

    62.4 

複数のウェブページから情報を見つけ出し，
関連付ける問題 

    9.7 

一覧表示された複数のカードにある情報を
整理・解釈する問題 

      17.9 

２つのウェブページから共通している複数の
情報を整理・解釈する問題 

  16.3 

プレゼンテーションソフトにて 画像を活用し
てスライドを作成する問題 

    33.3 

調査問題内容 通過率（％） 

 
 
 
 
中 
学 
校 
 

整理された複数の見学地の情報の 
共通点を読み取る問題 

            84.3 

複数のウェブページから情報を見つけ出し，
関連付ける問題 

43.7 

一覧表示された複数の情報を、提示された
条件をもとに整理・解釈する問題 

       76.4 

複数のウェブページから目的に応じて情報
を整理・解釈する問題 

     12.2 

プレゼンテーションソフトにて文字や画像を活
用してスライドを作成する問題 

     39.1 

 小学生について，整理された情報を読み取ることはできるが複数の
ウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つけ出し，関連付け
ることに課題がある。 

 また，情報を整理し，解釈することや受け手の状況に応じて情報発
信することに課題がある。 

 中学生について，整理された情報を読み取ることはできるが，複数
のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つけ出し，関連付
けることに課題がある。 

 また，一覧表示された情報を整理・解釈することはできるが，複数
ウェブページの情報を整理・解釈することや，受け手の状況に応じて
情報発信することに課題がある。 

情報活用能力調査結果のポイント（平成27年３月24日公表）  

② 上位の学校群の児童生徒は，下位の学校群と比べ，学校で次のよう
なICT活用をしている頻度が高い傾向にある。 

   ・情報を収集すること 
   ・表やグラフを作成すること 
   ・発表するためのスライドや資料を作成すること 

 

調査対象： 小学校第5学年（116校 3343人）・中学校第2学年（104校 3338人） 
調査時期： 平成２５年１０月から平成２６年1月 

調査の趣旨 コンピュータ 
を使用して調査 

 出題内容 ・情報を収集・読み取り・整理・解釈する力 
・受け手の状況などを踏まえて発信・伝達する力 

① 児童生徒の情報活用能力の実態の把握，学習指導の改善 

② 次期学習指導要領改訂の検討のためのデータを収集 
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○学習場面ごとのICT活用の類型 

○各教科ごとの授業展開例  

【10通りに分類】 

【上記類型を組み合わせた事例（21事例）を収録】 
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「学びのイノベーション事業」により開発された指導方法の類型と授業展開例 



「コンピュータ等の情報通信技術を活用して，子供同士が教え合い学び合う学習や課題発見・解決型の学習指導
を行った」学校の方が，全ての教科で平均正答率が高い傾向が見られる。 ※本調査項目は平成25年度調査より実施 

質問事項 選択肢 
当該選択肢を選んだ学校の平均正答率 

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ 

調査対象学年の生徒に対して，前年度ま
でに，コンピュータ等の情報通信技術を活
用して，子供同士が教え合い学び合う学
習(協働学習)や課題発見・解決型の学
習指導を行いましたか 

①よく行った 81.2 53.8  69.7  62.5 

②どちらかといえば，行った 79.9  51.6  67.7  60.4  

③あまり行っていない 79.1  50.4  66.7  59.0  

④全く行っていない 78.2  49.3  65.2  57.5  

「ICTを活用した協働学習・課題解決型指導」と「学力」との関係 
（全国学力・学習状況調査結果より） 

○平成26年度調査結果【中学校】 

○平成25年度調査結果【中学校】 

質問事項 選択肢 
当該選択肢を選んだ学校の平均正答率 

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ 

調査対象学年の生徒に対して，前年度ま
でに，コンピュータ等の情報通信技術を活
用して，子供同士が教え合い学び合う学
習(協働学習)や課題発見・解決型の学
習指導を行いましたか 

①よく行った 78.3 69.9  65.9  44.8 

②どちらかといえば，行った 77.0  68.2  64.2  42.2  

③あまり行っていない 76.2  67.0  63.1  41.0  

④全く行っていない 75.5  66.0  62.2  40.3  
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H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3

A：教材研究・指導の準備・評価などにICTを活用する能力 

B：授業中にICTを活用して指導する能力 

C：児童のICT活用を指導する能力 

D：情報モラルなどを指導する能力 

E：校務にICTを活用する能力 

（％） 
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教員のICT活用能力の推移 
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学校におけるＩＣＴ環境の整備状況の推移 
①教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 ②教員の校務用コンピュータ整備率 

（人/台数） 

H17.3 H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 

（％） 

H17.3 H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 

44.3  
50.6  

56.2  
62.5  64.0  

72.1  

82.3  83.6  84.4  
85.6  

40
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100

※校内LANを整備する普通教室のうち、無線
LANを整備する教室の割合 

H17.3 H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 

③普通教室の校内LAN整備率 

※23.7 ※23.3 ※24.9 
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65.9  67.1  
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（％） （％） ④超高速インターネット接続率（30Mbps以上）  

（万台） 

0

2

4

6

8

10

6,894台 7,832台 9,536台 12,544台 
16,403台 

42,184台 

64,356台 

82,528台 

60,478台 

72,168台 

⑤電子黒板の整備状況 

H17.3 H18.3 H19.3 H20.3 H21.3 H22.3 H23.3 H24.3 H25.3 H26.3 

（万台） 
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72,678台 

36,285台 

26,653台 

⑥教育用コンピュータのうちタブレット型コンピュータ台数 （万台） 
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（２） ＩＣＴ活用による学びの環境の革新と情報活用能力の育成 

 子供が主体的に自らの疑問について深く調べたり、子供同士で議論や発表をしたりすることなど、自立した学び手として子供たちを育て

るための教育活動を展開する上で、ＩＣＴは、学習の手段及び学習環境として一層重要な要素になります。同時にそれは、一人一人

の学習進度に応じた学びの充実やコミュニケーション能力の育成にもつながります。また、今後、どのような仕事や活動をするとしても不可

欠な情報活用能力を高める教育の充実が必要です。 

○ 国、地方公共団体、学校は、各学校段階において、学習内容や子供の状況を踏まえて、反転授業や協働学習、個々の学習データ分析に基
づく個別学習など、ＩＣＴを活用した学習を推進する。また、ＩＣＴの活用により、図書館、博物館など学校外の教育資源を活用した教育活
動の充実を図るとともに、離島、過疎地域の子供や、不登校、療養中の子供に、十分な教育の機会を提供するため、遠隔地間の双方向型授
業を推進する。 

 
○ 国は、民間とも連携し、基本的共通的な教育内容についての学習動画など教材のデジタル化や、インターネット上での提供を進める。また、教
科書のデジタル化の推進に向けて、教科書制度の在り方や、それに応じた著作権の在り方などの課題についての専門的な検討を行う。 

   大学は、アクティブ・ラーニングの推進など、多様な教育の提供や学習環境の向上を図るため、ＭＯＯＣ（大規模公開オンライン講座、
Massive Open Online Course）の戦略的な活用を進める。 

 
○ 国、地方公共団体、学校は、これからの社会で求められる情報活用能力を育成するため、各学校段階を通じて、情報を収集・選択する力、情
報を整理する力、プレゼンテーション能力などの情報活用の実践力、情報の科学的な理解、情報社会に参画する態度を培う教育を一層推進し、
その中で、プログラミング、情報セキュリティ、ネット依存対策をはじめとする情報モラルなどに関する指導内容や学習活動の充実を図る。 

 
○ こうした教育を可能にするため、国、地方公共団体は、例えば、１人１台タブレットＰＣ、電子黒板などの大型提示装置、実物投影機、無線
ＬＡＮの整備など学校におけるＩＣＴ環境の整備を推進する。教師がＩＣＴ環境をいかした教育活動を十分に行えるよう、教師自らのＩＣ
Ｔ活用能力の向上はもとより、博士研究員や大学院生も含め、ＩＣＴ活用のスキルを持った外部人材等の確保、活用を図りつつ、ＩＣＴ支
援員を養成し、学校へ配置するなど、各学校のニーズに合わせた柔軟な取組を進める。また、ＩＣＴの活用により、教材作成、成績処理等の
教職員業務の効率化も推進する。その際、国は、地方公共団体間、公立学校・私立学校間の整備状況の格差に留意しつつ、整備を推進す
るための方策を講じる。 

 
○ 国は、産学官の参画の下、以上のようなＩＣＴを活用した教育内容・方法の革新を、中心になって継続的に推進する体制を構築するとともに、
ＩＣＴを活用した効果的な指導方法などについて重点的な研究開発やリーダー教員などの養成研修に取り組む。 

これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、教師の在り方について 
〜教育再生実行会議第７次提言（平成27年５月14日）〜（抜粋） 



 情報科目に関する学習指導要領改訂の経緯等について 
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○昭和６０年６月２６日 臨時教育審議会第一次答申 
 

  「社会の情報化を真に人々の生活の向上に役立てる上で、人々が主体的な選択により情報を使いこなす力を身に付けることが今後への重要な課題であ 
 る」として、学校教育における情報化への対応が必要とされた。 
 

○昭和６１年４月２３日 臨時教育審議会第二次答申 
 

 ・「情報活用能力」という概念 ―「情報及び情報手段を主体的に選択し活用していくための個人の基礎的な資質」―が初めて示された。 

 ・「情報活用能力」が、「読み、書き、算盤」と並ぶ基礎・基本として位置付けられ、学校教育においてその育成を図ることとされた。 
 

○昭和６２年１２月２４日 教育課程審議会答申 
 

 ・「社会の情報化に主体的に対応できる基礎的な資質を養う観点から、情報の理解、選択、整理、処理、創造などに必要な能力及びコンピュータ等の情 
  報手段を活用する能力と態度の育成が図られるよう配慮する。なお、その際、情報化のもたらすさまざまな影響にも配慮すること」と提言された。 
 

○平成元年３月１５日 学習指導要領改訂 
 

 （小学校）「コンピュータ等に慣れ親しませること」が基本方針であるとされた。 
 

 （中学校）技術・家庭科の新たな選択領域として「情報基礎」が設置された。 
      社会科、数学科、理科、保険体育科の各教科で関連する内容が提示された。 
  

 （高等学校）普通教育において、数学科、理科、家庭科等にコンピュータ等に関する内容が取り入れられた。 
  

 （小・中・高等学校）教育活動の中でコンピュータ等が積極的に活用されることとされた。 
 

○平成９年１０月３日 情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者会議 
           「第１次報告 －体系的な情報教育の実施に向けて－」 
 

  これまでの「情報活用能力」の内容との係わりも検討した上で、今後の初等中等教育段階における情報教育で育成すべき「情報活用能力」を以下のよ 
 うに焦点化し、系統的、体系的な情報教育の目標として位置付けることが提案された。 
 

３つの観点に情報教育の目標を再構築：（１）情報活用の実践力（２）情報の科学的な理解（３）情報社会に参画する態度 
 

○平成１０年７月２９日 教育課程審議会答申 
 

  『各学校段階・各教科等を通じる主な課題に関する基本的考え方の一つとして「情報化への対応」をあげ、高等学校においては、教科「情報」を新設 
 し必修とすること』とされた。  
 

○平成１０年１２月１４日 小学校学習指導要領及び中学校学習指導要領改訂 
 

  （小学校）各教科や「総合的な学習」の時間等で積極的に情報機器の活用 

  （中学校）「技術・家庭」科における技術分野の内容「Ｂ 情報とコンピュータ」において、（１）から（４）の項目はすべての生徒に履修させ、 
       （５）及び（６）の項目は選択して履修させることになる。各教科や「総合的な学習」の時間等で積極的に情報機器の活用 
 

○平成１１年３月２９日 高等学校学習指導要領改訂 
 

  各種答申や報告を踏まえて、普通教科「情報」が新設され、必履修教科とされた。 

平 成 2 7 年 5 月 2 5 日 
教育課程企画特別部会 

資料２（抜粋） 



 情報科目に関する学習指導要領改訂の経緯等について 

平成１１年改訂（告示）→「情報Ａ」「情報Ｂ」「情報Ｃ」いずれか１科目（２単位）を必履修 

 平成２１年改訂（告示）→「社会と情報」「情報の科学」いずれか１科目（２単位）を必履修 

 ○ 共通教科「情報」における改訂のポイント 

・情報社会を構成する一員として、社会の情報化の進展に主体的に対応できる能力と態度を育成する
観点から「情報の科学的な理解」や「情報社会に参画する態度」を柱に科目の構成・内容を改善 
・情報活用能力を確実に身に付けさせるために、小・中・高等学校を通して体系化された情報教育の
指導内容を踏まえ、一部重複させるなどして指導を充実 
・内容に情報モラルを項目立てし、情報モラルを身に付けさせる学習活動を重視。 

 ○ 各科目の改善事項 

【社会と情報】 
・情報の収集、分析、表現や効果的なコミュニケーションを行うために情報機器や情報通信ネット
ワークを適切に活用する学習活動を重視 
・情報の特徴、情報化が社会に及ぼす影響の理解及び情報モラルを身に付ける学習活動を重視。 
 

【情報の科学】 
・問題解決を行うために情報と情報技術を効果的に活用する学習活動やそのために必要となる科学的
な考え方を身に付ける学習活動を重視。 
・情報社会を支える情報技術の役割や影響の理解及び情報モラルを身に付ける学習活動を重視 
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 教科「情報」に関する現状について 

・日本再興戦略や世界最先端ＩＴ国家創造宣言、教育再生実行会議第七次提言等の政府方針に
おいて、プログラミングや情報セキュリティ等、情報の科学的な理解の重要性が指摘されている。 

【日本再興戦略-JAPAN is BACK-（平成25年６月14日閣議決定）（抜粋）】 
 ４．世界最高水準のＩＴ社会の実現 
  ⑥産業競争力の源泉となるハイレベルなＩＴ人材の育成・確保 
  ○ITを活用した21世紀型スキルの修得 
   ・ 2010年代中に１人１台の情報端末による教育の本格展開に向けた方策を整理し、推進するとともに、デジタル教材の開発や教員の指導力の向上に関する取 
     組を進め、双方向型の教育やグローバルな遠隔教育など、新しい学びへの授業革新を推進する。また、来年度中に産学官連携による実践的IT人材を継続的 

     に育成するための仕組みを構築し、義務教育段階からのプログラミング等のIT教育を推進する。  
 

【世界最先端IT国家創造宣言（平成25年６月14日閣議決定、平成26年６月24日一部改訂）（抜粋）】 
 Ⅳ．利活用の裾野拡大を推進するための基盤の強化 
  １．人材育成・教育 
    国民全体の情報の利活用力向上を実現するには、発達段階に応じた情報教育、及び学習環境の充実（ソフト・ハードを含む）が必要となる。 
    その際、初等・中等教育段階におけるプログラミングに関する教育の充実に努め、ITに対する興味を育むとともに、ITを活用して多様化する課題に創造的に取 
    り組む力を育成することが重要であり、このための取組を強化する。 
 

【教育再生実行会議第七次提言（平成27年5月14日）（抜粋）】 
 ２．これからの時代を見据えた教育内容・方法の革新～求められる資質・能力を教育によっていかに培うか～ 
  （２）ICT活用による学びの環境の革新と情報活用能力の育成 
   ○ 国、地方公共団体、学校は、これからの社会で求められる情報活用能力を育成するため、各学校段階を通じて、情報を収集・選択する力、情報を整理する 
    力、プレゼンテーション能力などの情報活用の実践力、情報の科学的な理解、情報社会に参画する態度を培う教育を一層推進し、その中で、プログラミング、 
    情報セキュリティ、ネット依存対策をはじめとする情報モラルなどに関する指導内容や学習活動の充実を図る。 
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・教科「情報」における各科目の履修率は、「社会と情報」が８割、「情報の科学」が２割。 

【Ｈ２７年度使用 高等学校用情報教科用図書需要数】  
 社会と情報：871,454冊（82.5％）  情報の科学：184,956冊（17.5％） 
 ＊この需要数は平成26年９月中旬までに教育委員会から報告された生徒用及び教師用の必要見込み冊数であり，当該科目の履修者数とは一致しない。 

 ＊平成26年５月１日時点 高等学校在学者数 3,334,019人 



諸外国における情報教育の取組 
  

イングランド エストニア ハンガリー ロシア 
アメリカ 

（カリフォルニア州） 
カナダ（オンタリオ州） 

現行教科の位
置付け 

1～11年生の必修教科 
（実際は、10～11年生は選
択） 

1～12年生で学校裁量の選択
教科 
（学校や教員の裁量が大き
い） 

1～10年生の必修教科 
11～12年生は選択 

1～4年生の関連教科の一部
としてアルゴリズム教育を実
施 
5～11年生の必修教科 

学校裁量 
ハイスクールの数学や大学進
学準備コースでの選択コース
としてコンピュータ科学教育を
実施 

10～12年生の選択教科 

現行教科の名
称 

Computing Informatics Informatika インフォルマティカ 特に定められていない Computer Studies 

現行教科の主
な内容 

・コンピュータ科学 
・情報技術 
・デジタルリテラシー 

テクノロジー全般（学校や教
員の裁量が大きい） 

・ＩＴツールの利用法 
・アプリケーションの知識 
・問題解決のツールとテクニッ
クとしてのＩＴ 
・21世紀におけるインフォコ
ミュニケーション 
・情報社会 
・図書館情報学 

アルゴリズム 等 
コンピュータ科学（学校の裁量
による） 

・コンピュータサイエンス 
・プログラミング 
・コンピュータと社会 

  韓国 中国（上海） インド イスラエル ニュージーランド 南アフリカ 

現行教科の位
置付け 

① 
5～6年生の必修教科 
7～9年生の必修教科 
② 
7～8年生の選択教科 
10年生の選択教科 

1～9年生の必修教科 

ナショナルカリキュラムでは、
6年生以降の情報関連の教科
が導入されているが、州ごと
にも異なるカリキュラムがあり、
学校によって準拠するカリ
キュラムが異なる 

10～12年生の必修教科 
1～6年生の「数学」の中でICT
リテラシー教育を、7～9年生
の「技術」の中でICT教育を実
施 

11～13年生で選択履修 
(教員の裁量による) 

10～12年生の選択教科 

現行教科の名
称 

①実科 （初等学校） 
 技術・家庭 （中学校） 
②情報 

情報科学技術 

Information Technology (IT) 
Computer Science (CS) 
Computers and 
Communication Technology 
(CCT) 

Computer Science (10～12年
生) 

Digital Technology Information Technology 

現行教科の主
な内容 

① 
・ＩＣＴリテラシー 
② 
・情報科学と情報倫理 
・情報機器の構成と動作 
・情報の表現と管理 
・問題解決手法と手順 

・情報科学技術基礎知識 
・情報技術基本技能 
・問題解決の基本能力 
・科学技術、社会と個人 

(IT) 
・コンピュータリテラシー 
・アプリケーションなどのツー
ルの使い方 
(CS) 
・ツールのデザインと効果的
な使用 

・コンピュータサイエンス 
・論理プログラミング 

・エレクトロニクス 
・プログラミング及びコン
ピュータサイエンス 
・ディジタル・インフォメーショ
ン 
・ディジタル・メディア 
・ディジタル・インフラ 

・Solution Development 
・Communication 
Technologies 
・Systems Technologies 
・Internet Technologies 
・Data and Information 
Management 
・Social Implications 

出典: 「諸外国におけるプログラミング教育に関する調査研究報告書」（平成26年度文部科学省委託事業）を基に作成 



 情報科目の今後の在り方について（検討素案） 
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関連して、現行中学校技術・家庭（技術分野）における「情報に関する技術」の指導内容の充実、及び小・中学校
段階からの各教科等における情報活用能力を育成するための指導の充実についても、検討が必要。 
（次ページ「小・中・高等学校を通じた情報活用能力の育成」を参照） 

○情報とそれを扱う技術を問 

   題の発見・解決に活用する 

   ための科学的な考え方 

 

○情報通信ネットワークを用い 

 て円滑にコミュニケー ション 

 を行う力 

共通教科「情報」（現行） 新科目のイメージ 

社会と情報 
１ 情報の活用と表現 
２ 情報通信ネットワークとコミュニケーション 
３ 情報社会の課題と情報モラル 
４ 望ましい情報社会の構築 

情報の科学 
１ コンピュータと情報通信ネットワーク 
２ 問題解決とコンピュータの活用 
３ 情報の管理と問題解決 

４ 情報技術の進展と情報モラル  

いずれか１科目（２単位）を選択必履修 

育成する資質・能力 

「情報活用能力」 

○情報機器やネットワーク を 

 用いて情報を収集・加工・ 
 発信する力 

 

○情報モラル、知的財産の保 

 護、情報安全等に対する実 

 践的な態度 

 

○情報社会に主体的に参画し 

 寄与する能力と態度 

情報と情報技術を 
問題の発見と解決に 

活用するための科学的な
考え方等を育成する科目 
●コンピュータと情報通信ネットワーク 
●問題解決の考え方と方法 
●問題解決とコンピュータの活用 
●情報社会の発展と情報モラル    

上記科目の履修を前提とした 

発展的な内容の科目 
についても検討 

※情報モラルなど、社会生活を営むに当たり必要な知識 

 や果たすべき役割等については、新たな公民科目で扱
うことを検討。 

高度な情報技術の進展に伴い、文理
の別や卒業後の進路を問わず、情報
の科学的な理解に裏打ちされた情報
活用能力を身に付けることが重要 

改訂の必要性 

教員の現状としては、他の教科を担当する教員が教科「情報」を兼任していることが多数想定される。 



【参考】小・中・高等学校を通じた情報活用能力の育成 

高等学校 

中学校 

小学校 

【高等学校】 

• コンピュータにおいて情報が処理される仕組みや表現
される方法 

• 情報通信の仕組みと情報セキュリティーを確保するた
めの方法 

• 具体的な問題の解決手段をアルゴリズムを用いて表
現する方法や処理手順の自動化の有用性 

• モデル化とシミュレーションの考え方や方法 

• 問題解決における情報通信ネットワークやデータベー
スの活用 等 

【中学校】 
• 情報のディジタル化 
• コンピュータの構成と基本的な情報処理の仕組み 
• 基礎的なプログラミング（計測・制御） 等 

【高等学校】 

• 情報の分析（統計的な処理等）や表現・伝
達の工夫 

• 情報通信ネットワークの活用とコミュニケー
ション 

• 情報システムが社会生活に果たす役割と及
ぼす影響 

• 情報社会の安全と情報技術 

• 情報技術を社会の発展に役立てようとする
態度 等 

【中学校】 

• 情報手段の適切かつ主体的、積極的な活
用 

• 多様なメディアを複合しての表現や発信 

• 著作権や発信した情報に対する責任、情報
の安全な利用などの情報モラル 等 

【小学校】 

• コンピュータや情報通信ネットワークなどの
情報手段への慣れ親しみ 

• 文字入力などの基本操作 
• 情報手段の適切な活用 
• 情報モラル 等 

現行中学校技術・家庭（技術分野）では、情報の活用・表現、コンピュータの仕組みや基礎的なプログラミング
などを学習。また、小・中学校段階から各教科等において、情報モラルを身に付け、情報手段を適切かつ主体
的に活用できるようにするための学習活動を実施。 

「情報活用能力」とは 

Ａ 情報活用の実践力 

Ｂ 情報の科学的な理解 

Ｃ 情報社会に参画する態度 

• 課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 
• 必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処理・創造 
• 受け手の状況などを踏まえた発信・伝達 

• 情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 

• 情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評価・改善するための基礎的な理
論や方法の理解 

• 社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響の理解 
• 情報モラルの必要性や情報に対する責任 
• 望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度 

（注）現行学習指導要領に基づいて展開される
主な学習内容の要約 14 

主
と
し
て
「情
報
の
科
学
的
な
理
解
」に

関
す
る
内
容 

３観点は相互に関連付
けてバランス良く身に
付けさせることが重要 



指導方法の変革を支援する方策について 

○教材の充実 

クラウドによるプログラミング環境の提供 

• Ｗｅｂブラウザ上で動作するプログラミング実行環境の活用を促進 

• 現在、ＭＩＴや大阪電気通信大学等において提供されているが、より多くの大学・
企業等からの提供を促進 

日常生活や社会生活における情報の利活
用場面に即した多様な教材の提供 

情報モラルに関するビデオ教材 
（平成25年度文部科学省委託事業） 

○養成・採用・研修の充実 

地域の研究会と企業・大学・学会との連携による研修会の実施 

新必履修科目に対応した情報科担当教員向け研修会の展開 

○ＩＣＴ環境の整備 

教育のＩＴ化に向けた環境整備４か年計画（平成２６～２９年度） 

平成２９年度までに、教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 ３．６人 等 

• 特に、「情報システムと情報通信ネットワーク」や「問題解決とコンピュータの活用」
（プログラミングを含む）等に関する指導力の向上 

• e-Learningによる研修の可能性も検討 

プログラミング教育実践ガイド 
（平成26年度文部科学省委託事業） 

情報科教員の養成、情報科の免許状を有
する者の採用の促進 
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